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令和６年度 大垣市当初予算案の概要

選ばれるまち大垣
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国の令和6年度予算は、歴史的な転換点の中、時代の変化に応じた先送りできない課題に挑戦し、変化の流れを掴み取る

予算とし、一般会計予算総額は、前年度比1.6％減の約112兆6千億円となりました。

地方の予算編成の指針となる地方財政計画では、社会保障関係費や人件費の増加が見込まれる中、地方公共団体が住民

のニーズに的確に応えつつ、こども・子育て政策の強化など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供でき

るよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和5年度を上回る額が確保されました。

本市の令和6年度予算（一般会計）は、歳入では、給与所得の増が見込まれるものの国が実施する定額減税の影響によ

り個人住民税の減収を見込み、市税全体で前年度比1.5％の減で計上しました。一方で、個人住民税の減収分が全額国費に

より補てんされることから地方特例交付金が大幅増となるほか、地方交付税も増額となるなど、一般財源の総額は前年度

比2.1％の増となりました。

歳出については、令和6年度は「共創の芽吹く年」として、3つの重点項目「水都大垣の再生」「まちの拠点づくり」

「子どもの居場所づくり」の取組を進め、大垣市未来ビジョン第2期基本計画に掲げた「選ばれるまち大垣」の実現に向け

たまちづくりを着実に推進する事業に重点的な配分を行いました。

予算編成の基本方針・予算総額
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【6年度】 【5年度】 【前年度比】

特別会計 646億2,800万円 576億1,100万円 ＋12.2％

企業会計 498億3,800万円 505億2,500万円 △1.4％

一般会計 当初予算案

635億6,000万円

前年度比 ＋2.6％

5年度 619億5,000万円

令和元年度（644.7億円）に次ぐ過去２番目の規模

市全体 当初予算案

1,780億2,600万円
前年度比 ＋4.7％

5年度 1,700億8,600万円

令和5年度を超え

過去最大規模

（3年連続の増）

（3年連続の増）



一般会計 当初予算のすがた

歳 入

６年度 ５年度 前年度比

市 税 278億1,000万円 282億2,000万円 △1.5％

地方消費税
交付金

39億3,000万円 45億2,500万円 △13.1％

地方交付税 46億円 38億円 ＋21.1％

国県支出金 121億8,495万円 117億9,304万円 ＋3.3％

繰入金 25億7,949万円 23億2,161万円 ＋11.1％

市 債 34億2,450万円 35億5,020万円 △3.5％

その他 90億3,106万円 77億4,015万円 ＋16.7％

合 計 635億6,000万円 619億5,000万円 ＋2.6％

賃上げ傾向による給与所得の増が見込まれるものの、

国の施策である「定額減税」により個人市民税が減少
市 税

繰入金
財源不足を補うため財政調整基金繰入金を、公債費の

負担平準化を図るため減債基金繰入金をそれぞれ増額

その他
「定額減税」による個人市民税の減収を補てんするた

め地方特例交付金が増加

※詳細は30～33ページ

市税

43.8％

国県支出金

19.1％

地方交付税

7.2％

地方消費税

交付金

6.2％

市債

5.4％

繰入金

4.1％

その他

14.2％

歳 入

635億
6,000万円

※「前年度比」・「構成比」は、千円単位での

予算額で算出しています
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地方
交付税

新しい算定項目の新設や、人件費の上昇・物価高騰の影

響など、基準財政需要額が増加したことにより増額



一般会計 当初予算のすがた

歳 出

６年度 ５年度 前年度比

総務費 63億2,025万円 65億3,369万円 △3.3％

民生費 248億6,254万円 234億 637万円 ＋6.2％

衛生費 45億3,952万円 53億6,652万円 △15.4％

農林水産業費
・商工費

32億4,561万円 34億9,507万円 △7.1％

土木費 62億7,411万円 59億1,176万円 ＋6.1％

教育費 79億4,290万円 66億6,403万円 ＋19.2％

公債費 54億7,150万円 56億2,960万円 △2.8％

その他 49億 357万円 49億4,296万円 △0.8％

合 計 635億6,000万円 619億5,000万円 ＋2.6％

新型コロナウイルスワクチン接種事業の規模縮小（定

期接種への移行）などにより減少
衛生費

土木費
水路改良などの治水事業のほか、水都大垣再生プロジェ

クト推進事業や、市街地再開発事業などにより増加

教育費
学校屋内運動場改築のほか、市民会館の解体、スイト

ピアセンター長寿命化事業などにより増加

※詳細は34～37ページ

障がい者への介護・訓練等給付、生活保護などの扶助

費や、拡充される児童手当などにより増加
民生費

※「前年度比」・「構成比」は、千円単位での

予算額で算出しています

民生費

39.1％

教育費

12.5％

総務費

9.9％

土木費

9.9％

公債費

8.6％

衛生費

7.1％

農林水産業

費・商工費

5.1％

その他

7.8％

歳 出
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635億
6,000万円



未来ビジョン基本構想
2018～2047年度（30年間）

未来都市像

「みんなで創る 希望あふれる産業文化都市」

「選ばれるまち大垣」創造プロジェクト
～大垣市未来ビジョン 第２期基本計画～

第２期基本計画 ◆基本構想の実現に向け、重点的に取り組むべき戦略

「選ばれるまち大垣」創造プロジェクト
少子高齢化、デジタル化の進展、市民ニーズの多様化など、社会を取り巻く環境が変化するなか、市民や市内企業の方々

から「住んでよかった」「いつまでも事業を続けたい」と思ってもらえるまちであり続けるとともに、他の地域の方々から
も「住んでみたい」「起業してみたい」と思われる「選ばれるまち大垣」の創造をめざします。

1 安全で安心できる
まちづくり

・水都大垣再生プロジェクト推進事業

・治水事業

・地域鉄道支援事業

・道路安全対策事業

・通学路安全対策事業

・環境ＳＤＧｓおおがき推進事業

・地球温暖化対策推進事業

・多機関協働等事業

・浅中公園陸上競技場第3種公認更新事業

・スイトピアセンター長寿命化事業

ほか

2 希望あふれる活力
あるまちづくり

・大垣西インターチェンジ周辺土地

利用可能性調査事業

・大垣駅南前地区市街地再開発事業

・大垣公園等再整備基本計画策定事業

・北公園基本構想策定事業

・スマートシティ推進事業

・デジタル地域通貨活用推進事業

・戦国観光おおがき魅力発信事業

・日本昭和音楽村開館30周年記念事業

・東地区センター改築事業

ほか

3 子育て日本一を実感
できるまちづくり

・移住定住促進事業

・保育者スタート応援事業

・こども家庭センター事業

・子ども食堂運営支援事業

・子どもの居場所づくりモデル事業

・子どもの職業・社会学習体験機会創出事業

・部活動地域移行実証事業

・小学校屋内運動場改築事業

・スクールサポートスタッフ配置事業

・とまり木教室事業

ほか

7ページ➡ 12ページ➡ 17ページ➡
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「選ばれるまち大垣」創造プロジェクトに掲げる事業（主なもの）

［１］安全で安心できるまちづくり 35事業 39億8,892万円

（うち新規 8事業 1億2,642万円）

水都大垣再生プロジェクト推進事業 6,030万円

〔都市計画課〕

建築物安全対策支援事業 2,001万円

〔建築指導課〕

⑴ 木造住宅無料耐震診断（50件） 237万円

⑵ 木造住宅耐震改修工事費補助金（5件） 550万円

⑶ 建築物等耐震診断費補助金（2件） 356万円

⑷ 通学路ブロック塀等撤去事業補助金（40件） 600万円

⑸ 民間建築物アスベスト対策事業補助金 225万円

（調査費1件、除去費等1件） ほか

市営住宅長寿命化事業 1億8,547万円

〔住宅課〕

適切な維持管理による施設の長寿命化を図り、計画的な改修工

事を行う。

・和合団地（Ａ・Ｂ・Ｈ・Ｊ棟）／外壁改修

（Ａ・Ｂ棟）／屋上防水改修 ほか

空家等対策事業 4,223万円

〔住宅課〕

⑴ 空家除却支援事業補助金（55件） 1,750万円

⑵ 特定空家（※）除却支援事業補助金（4件） 250万円

※立地適正化計画における居住誘導区域内の危険な空家等 ほか
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※ 🈟…新規事業、拡充事業

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」22・23ページ参照

地域鉄道支援事業 1億7,677万円

〔交通政策課〕

⑴ 養老線管理機構負担金 1億1,907万円

⑵ 養老線管理機構補助金（設備等整備、施設修繕等）4,475万円

⑶ 樽見鉄道補助金（運営費、施設修繕等） 1,104万円

ほか

北部水源地改良事業 6億1,170万円

※水道事業会計 〔水道課〕

老朽化が著しく、耐震性能が不足している北部水源地の施設更新

を行い、安定した給水体制を確保する。

（令和元～6年度事業）



地域バス交通支援事業 3億 98万円

〔交通政策課〕

⑴ 自主運行バス運行費負担金 2億6,632万円

⑵ 地域間幹線系統確保維持費補助金 3,152万円

⑶ 地域公共交通バリア解消促進等事業補助金 94万円

バス事業者の小型ノンステップバス導入を支援

⑷ 新規バス路線等利用実態調査 130万円

5年度運行開始した路線に係る利用実態の把握・分析等

ほか

［１］安全で安心できるまちづくり（つづき①） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

治水事業 4億3,990万円

⑴ 排水機場改修事業 （1億6,560万円）

〔治水課〕

老朽化した排水機場の設備更新を計画的に実施し、施設の延命化

を図る。

・横曽根排水機場・安井排水機場電気設備更新

・上面排水機場ポンプ分解整備 ほか

⑵ 雨水管理総合計画策定事業 （3,980万円）

※公共下水道事業会計 〔下水道課・治水課〕

気候変動を踏まえた計画降雨を当計画に位置づけるとともに、想

定最大規模降雨を前提とした「雨水出水浸水想定区域」の指定に向

け、今後の雨水対策施設の整備方針を定める。

（令和5～7年度事業）

⑶ 禾森ポンプ場建設事業 （7,840万円）

※公共下水道事業会計 〔下水道課・治水課〕

老朽化した禾森排水機場について、現有能力の維持及び増強を図

るため、隣接地に新たにポンプ場を建設する。

（令和3～8年度事業）

⑷ 雨水対策事業 （1億5,210万円）

※公共下水道事業会計 〔下水道課・治水課〕

浸水被害が発生している地域において、排水基本計画に基づき排

水対策工事等を実施する。

・長沢第2号幹線支線改良 ・静里第3号幹線支線改良 ほか
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道路安全対策事業 3億5,520万円

〔道路課〕

⑴ 道路ストック点検（橋りょう97橋等） 3,180万円

⑵ 橋りょう長寿命化修繕（8橋） 7,080万円

⑶ 橋りょう耐震補強（2橋） 1億3,100万円

⑷ 横断歩道橋修繕（1橋） 6,400万円

⑸ 橋りょう保全整備計画の改定 700万円 ほか

⑸ 急傾斜地崩壊対策事業 （400万円）

〔治水課〕

急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけにおいて、がけ崩れ災害を防

ぐため崩壊防止施設を整備する。



地球温暖化対策推進事業 3,315万円

〔環境衛生課〕

個人宅等における新エネルギー及び省エネルギー機器などのス

マートライフ設備等の導入に対して補助する。

⑴ 地下水利用地中熱ヒートポンプ（1件） 80万円

⑵ ネットゼロエネルギー住宅（20件） 100万円

⑶ クリーンエネルギー車 （30件） 120万円

⑷ 太陽光発電設備等 2,968万円

・ 太陽光発電 7万円/kw（上限5kw）（59件）

・ 上記と同時設置する蓄電池 購入費の1/3（上限5kwh）

⑸ ライフサイクルカーボンマイナス住宅（2件） 40万円

建築から解体・再利用等までを通じて二酸化炭素排出量をマ

イナスにする住宅購入を支援（国補助に上乗せ）

ほか
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自主防災組織支援事業 1,526万円

〔危機管理室〕

自主防災組織（自治会等）が整備する防災資機材の購入費用や修

繕費用の一部を補助する。

175件（限度額15万円 防災倉庫・除雪機等は30万円）

［１］安全で安心できるまちづくり（つづき②） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

非常用物資等備蓄事業 4,201万円

〔危機管理室〕

⑴ 避難所ポータブル太陽光発電機整備事業 1,150万円

避難所である福祉施設（30か所）に、災害時の非常用太陽光発

電機を配備する。（※イビデン㈱からの寄附金を活用）

⑵ 🈟 防災用マット整備事業 1,980万円

平常時は学校の椅子クッションとして、災害時は避難所のマッ

トとして使用できる防災用マットを全小学校に配備する。

⑶ 🈟 組立式給水タンク整備事業 400万円

災害による断水時に飲料水等を確保するため、避難所等に設

置する応急的な給水タンクを配備（10個）する。

ほか

環境ＳＤＧｓおおがき推進事業 1,100万円

〔環境衛生課〕

⑴ 環境ＳＤＧｓおおがき未来創造事業 800万円

高校生、教師を対象とした環境ＳＤＧｓ講座の開催

⑵ 環境ＳＤＧｓおおがき普及啓発事業 55万円

ＳＤＧｓカードゲームを利用した体験学習講座、情報発信

⑶ 環境ＳＤＧｓおおがきフェスティバル事業補助金 245万円

ＳＤＧｓに関する展示、体験学習、関係団体の活動紹介などを

集めたイベント開催を支援

通学路安全対策事業 8,780万円

〔道路課〕

児童・生徒の通学時の安全確保を図るため、通学路における歩行

空間の整備を実施する。

・ 歩道整備・道路拡幅等（8か所） ほか



［１］安全で安心できるまちづくり（つづき③） ※ 🈟…新規事業、拡充事業
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生ごみ等たい肥化推進事業 735万円

〔クリーンセンター〕

⑴ 生ごみ処理容器等購入事業補助金（延975件） 150万円

⑵ めぐるマルシェ開催事業補助金 50万円

生ごみたい肥で栽培した野菜の販売、料理試食会などを実施す

るイベント開催を支援

⑶ 環境ＳＤＧｓポイント運営管理事業 205万円

生ごみの減量化や環境イベントへの参加などに対して、環境配

慮商品（エコバッグ、マイ箸等）と交換できるポイントを付与

⑷ 生ごみ等たい肥化普及推進事業 320万円

コンポスト等の実践的な講座の開催など

ほか

🈟 リユース促進事業 82万円

〔クリーンセンター〕

市が回収した大型ごみのうち再利用可能なものを選別し、民間リ

ユースサイト等で売却するなど、リユース行動の促進に努める。

草木等たい肥化推進事業 306万円

〔クリーンセンター〕

堤防等の除草で発生した刈草をたい肥化させ、その活用方法につ

いて、実際に野菜栽培を行いながら研究を行う。

🈟 多機関協働等事業（人件費除く） 30万円

〔社会福祉課〕

「8050問題」や、世帯における介護、障がい者支援、育児などの

複合化・複雑化した相談に対応するため、社会福祉士や保健師と

いった専門職をそろえた重層的な支援体制を整える。

市民病院新エネルギーセンター棟改築
事業

1,700万円

※病院事業会計 〔市民病院〕

大垣市民病院の老朽化が著しいため、病院機能の中枢である2病

棟の整備を視野に入れた、新エネルギーセンター棟に改築する。

・改築工事、工事監理委託（令和6～9年度事業）

体育施設営繕事業 2億9,520万円

〔社会教育スポーツ課〕

⑴ 浅中公園陸上競技場第3種公認更新事業 2億1,750万円

日本陸上競技連盟による第3種公認の次期更新を迎えるにあた

り、走路幅の変更や舗装修繕等を実施する。

⑵ 🈟 墨俣庭球場改修事業 3,500万円

経年劣化等により、人工芝に多数の剥離箇所があるため、改修

を行う。

ほか



⑷ スイトピアセンター長寿命化事業
【学習館・文化会館長寿命化事業】
【図書館施設長寿命化事業】

（4億8,590万円）

〔文化振興課・図書館〕

・ 学習館／南棟ほか外壁改修 ・ 文化会館／トイレ洋式化

・ 図書館／高架水槽取替

⑶ 勤労者総合福祉センター長寿命化事業 （4,460万円）

〔商工観光課〕

・ 空調改修 ・ 照明設備改修 ほか

［１］安全で安心できるまちづくり（つづき④） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

⑵ お勝山ふれあいセンター長寿命化事業 （2億6,390万円）

〔社会福祉課・高齢福祉課〕

・ 外壁改修 ・ ケアハウスお勝山／昇降機改修

・ 牧野華園／屋上防水改修

・ かたらいプラザほか／空調改修 ほか

公共施設長寿命化事業 9億7,880万円

適切な維持管理による施設の長寿命化を図り、計画的な改修工事

を行う。

⑴ 総合福祉会館長寿命化事業 （1億 900万円）

〔社会福祉課〕

・ 外壁改修 ほか

⑸ 🈟 歴史民俗資料館長寿命化事業 （5,800万円）

〔文化振興課〕

・ 外壁改修
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⑹ 体育施設長寿命化事業 （1,740万円）

〔社会教育スポーツ課〕

・ 武道館／吸収式冷凍機更新 ほか



［２］希望あふれる活力あるまちづくり 41事業 28億5,260万円
（うち新規 11事業 8,308万円）

大垣西インターチェンジ周辺土地利用
可能性調査事業

420万円

〔都市計画課〕

大垣公園等再整備基本計画策定事業 5,640万円

〔公園みどり課〕

北公園基本構想策定事業 830万円

〔公園みどり課〕

地域おこし協力隊事業 1,960万円

〔上石津地域事務所 地域政策課〕

都市地域の人材を誘致し、定住及び定着を図り、地域の活力維持

や地域の魅力の再発見につなげるため、「地域おこし協力隊員」を

4名配置する。（🈟 第6期生の採用）

大垣駅南前地区市街地再開発事業 9,300万円

〔市街地整備課〕

旧百貨店を中心とした大垣駅南前地区の再開発事業を行う準備組

合を支援する。

⑴ 事業計画の作成

⑵ 建物状況調査

⑶ 再開発組合の設立

※ 🈟…新規事業、拡充事業

12

水の都大垣ふるさと応援寄附金事業 3億8,100万円

〔都市プロモーション室〕

市外からの寄附者に対して、本市のＰＲに資する特産品等を贈呈

する。

「共創の芽吹く年（まちの拠点づくり）」26ページ参照

「共創の芽吹く年（まちの拠点づくり）」25ページ参照

「共創の芽吹く年（まちの拠点づくり）」25ページ参照

🈟 ＡＩ活用事業 420万円

〔情報企画課〕

ＡＩを業務で活用するための知識を職員に習得させながら、ＡＩ

ツールを導入し、行政事務の効率化、市民サービスの向上を図る。

⑴ ＣｈａｔＧＰＴ活用事業 264万円

全庁的にＣｈａｔＧＰＴを利用できる環境を整備するととも

に、利用方法、リスク等について職員研修を行う。

⑵ 庁内ＦＡＱ実証実験事業 125万円

生成ＡＩを活用した庁内ＦＡＱシステムの構築に向け、実証

実験を行い、生成ＡＩの選定やデータの登録方法等の検証を行

う。

ほか
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スマートシティ推進事業
【スマートシティ推進事業】
【都市景観形成事業】

2,004万円

〔情報企画課・都市計画課〕

「大垣市スマートシティ推進計画」に基づき、市民サービスの向

上や内部事務の効率化に資するデジタル技術の導入等に取り組む。

⑴ スマートシティ推進実証実験（2件） 100万円

⑵ 🈟 ＥＢＰＭ推進事業 240万円

大量のデータの集約・可視化することができるシステムを導

入し、合理的根拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を推進する。

⑶ 🈟 3Ｄ都市モデル整備活用事業 1,660万円

3次元のデジタル地図である「3Ｄ都市モデル」を整備し、人

流データの分析から、新たなまちなかの公共空間デザインを作

成するなど、今後のまちづくり等に活用する。

ほか

［２］希望あふれる活力あるまちづくり（つづき①） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

次世代産業人材育成推進事業 396万円

〔産業振興室〕

⑴ ロボカップジュニア大垣ノード大会開催事業補助金 112万円

⑵ ロボットアイデア甲子園県大会開催事業補助金 75万円

⑶ ものづくり名工塾事業 206万円

産業活性化広域連携推進事業 2,245万円

〔産業振興室〕

⑴ 産業活性化広域連携推進事業補助金 255万円

金型人材育成や企業展共同出展など、西美濃地域の事業者等

を支援

⑵ 大垣地域経済戦略推進事業補助金 1,870万円

中小企業経営者や起業者のビジネスチャレンジをサポートする

「大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ）」の運営等を支援

ほか

企業立地推進事業 2億2,486万円

〔産業振興室〕

⑴ 工場等設置事業補助金 1億4,994万円

工場等設置の際の投下固定資産に係る固定資産税相当額を5年

間補助

⑵ 雇用促進事業補助金 1,350万円

操業に伴い、本市在住の従業員を新規雇用した場合に補助

⑶ 地域経済牽引事業補助金 6,062万円

地域経済牽引事業計画に基づく設備投資の際の投下固定資産に

係る固定資産税相当額を3年間補助

戦略的中心市街地活性化推進事業 4,241万円

〔商工観光課〕

⑴ まちなかスクエアガーデン事業補助金 600万円

⑵ 中心市街地リフレッシュサポート事業補助金 352万円

⑶ 中心市街地個店魅力アップ事業補助金 150万円

⑷ おおがきマラソン事業補助金 2,500万円

⑸ オオガキストリートフェスティバル事業補助金 400万円

ほか



［２］希望あふれる活力あるまちづくり（つづき②）

🈟 デジタル地域通貨活用推進事業 2,170万円

〔情報企画課〕

大垣市版デジタル地域通貨「（仮称）ガキペイ」を導入し、各種

サービスや買い物などでの利用を促進することで、地域内での循環

を通じた地域経済の活性化を図る。

⑴ デジタル地域通貨導入事業 770万円

プレミアム付商品券のデジタル化に向け、アプリの導入など

必要な利用環境を整備する。

⑵ デジタル地域通貨活用推進基盤構築事業 1,400万円

市からの各種現金給付等を地域通貨で配布できるようにする

ための基盤整備を行う。

・ 取扱店舗の開拓 ・ ポイント給付環境の構築

・ 出産・子育て応援ギフト（ぎふっこギフト）への対応

ほか

※ 🈟…新規事業、拡充事業

🈟 デジタル版プレミアム付商品券発行事業
【商店街活性化推進事業】

830万円

〔商工観光課〕

デジタル地域通貨の仕組みを利用した「デジタル版プレミアム付

商品券」の発行事業に対し補助し、デジタル地域通貨の実用化を図

る。

・ 発行総額 2,400万円分

・ プレミアム率 20％（紙の商品券は10％）

中小企業等金融対策事業 14億7,223万円

〔商工観光課〕

⑴ 新型コロナウイルス感染症対応中小企業融資金利子補給金

9,503万円（令和2年度融資分）

⑵ 中小企業振興資金原資預託金 6億円

ほか

中小企業者等支援事業 1,208万円

〔商工観光課〕

⑴ スタートアップ支援事業補助金 1,200万円

⑵ 奨学生地元就職支援事業補助金 8万円
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地産地消推進事業 652万円

〔農林課〕

⑴ おおがき農産物フェア事業 100万円

⑵ おおがき農業ふれあい体験事業 60万円

⑶ 学校給食地産地消推進事業補助金 220万円 ほか

担い手育成総合支援事業 2,729万円

〔農林課〕

⑴ スマート農業技術導入・活用支援事業補助金 1,099万円

先端技術を活用したスマート農業機械等の導入を補助

⑵ 元気な農業産地構造改革支援事業補助金 582万円

⑶ 地域営農活性化対策事業補助金 521万円 ほか



［２］希望あふれる活力あるまちづくり（つづき③） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

観光イベント事業 7,543万円

〔商工観光課〕

⑴ 大垣まつり事業補助金 2,935万円

⑵ 水都まつり事業補助金 876万円

⑶ 水都大垣花火大会事業補助金 350万円

⑷ 十万石まつり事業補助金 370万円

⑸ もんでこかみいしづ事業補助金 400万円

⑹ すのまた桜まつり事業補助金 650万円

⑺ 🈟 奥の細道サミット事業補助金 200万円

奥の細道ゆかりの市町との交流、情報発信等を行う奥の細道

サミットの開催を支援

ほか

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

大垣観光宣伝啓発事業 3,713万円

〔商工観光課〕

⑴ 広告宣伝事業補助金 415万円

⑵ おいしい大垣の水ＰＲ事業補助金 450万円

⑶ 観光客誘客促進事業補助金 750万円

⑷ 観光情報誌製作事業補助金 450万円

⑸ インバウンドプロモーション事業 550万円

ほか

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

戦国観光おおがき魅力発信事業 4,500万円

〔商工観光課〕

「関ケ原の戦い」の重要な舞台である本市の歴史資産を活用した

誘客を図る。

⑴ 関ケ原合戦観光街道事業 1,400万円

・🈟 決戦前夜大垣城イベント 800万円

大垣城と石田三成をテーマにした講演会、武将隊の演武等

・ 周遊観光企画事業補助金 350万円 ほか

⑵ 城下町大垣イルミネーション事業補助金 700万円

⑶ 水の都おおがき水門川舟下り事業補助金 2,130万円

⑷ 城下町大垣きもの園遊会事業補助金 270万円

水の都大垣学習事業
【郷土資料活用事業】

50万円

〔図書館〕

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

清流の国ぎふ文化祭推進事業 850万円

〔文化振興課〕

令和6年度に岐阜県で開催される「清流の国ぎふ」文化祭2024にお

いて、本市で開催される全国文化交流事業を支援する。

・ 小倉百人一首競技かるた全国大会

・ 全日本健康マージャン交流大会

15



［２］希望あふれる活力あるまちづくり（つづき④） ※ 🈟…新規事業、拡充事業

大垣ミナモソフトボールクラブ運営
補助金【スポーツ団体育成事業】

1,500万円

〔社会教育スポーツ課〕

ソフトボール競技の普及やジュニア選手の育成を図るとともに、

市民のスポーツに対する関心を高めるため、本市を拠点とする大垣

ミナモソフトボールクラブを、地元企業と協働して支援する。

ＪＤ．ＬＥＡＧＵＥ公式戦事業補助金
【スポーツイベント推進事業】

100万円

〔社会教育スポーツ課〕

大垣ミナモソフトボールクラブが所属するJD.LEAGUE公式戦の市

内での開催等を支援する。
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🈟 日本昭和音楽村開館30周年記念事業 430万円

〔日本昭和音楽村管理事務所〕

開館30周年を記念し、「音楽村から世界へ」をテーマに、質の高

い文化芸術に親しむことができる事業を展開する。

・ 海上自衛隊音楽隊演奏会

・ ピアノトリオジャズコンサート ほか

🈟 芭蕉生誕380年記念事業 1,140万円

〔文化振興課〕

松尾芭蕉の生誕380年を記念し、「奥の細道」の魅力に触れるこ

とができる企画展等を開催する。

・ 記念企画展、体験講座の開催 ・ 刊行物の制作 ほか

東地区センター改築事業 9,500万円

〔まちづくり推進課〕

🈟 水都大垣市民提案事業
【市民協働推進事業】

100万円

〔市民活動推進課〕

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

「共創の芽吹く年（まちの拠点づくり）」26ページ参照

市長が飛び出す未来トーク事業 12万円

〔まちづくり推進課〕

まちづくりに関する市民の意見等を市政運営に反映させ、市民協

働による活気あるまちづくりを推進するため、市長が地域へ飛び出

し、市民との懇談会を開催する。

市民サービスセンター整備事業
（南部サービスセンター）

360万円

〔窓口サービス課〕

市民会館の廃止に伴い、令和6年4月にイオンモール大垣内に市民

サービスセンターを開設するとともに、現在の南部サービスセン

ターを移設・統合する。



［３］子育て日本一を実感できるまちづくり 32事業 18億4,870万円
（うち新規 9事業 7,420万円）

移住定住促進事業 1,760万円

〔都市プロモーション室〕

⑴ 水の都大垣ふぁんくらぶ活性化事業 91万円

会員交流イベント開催、ＳＮＳでの本市の魅力発信

⑵ 地方創生移住支援事業補助金（4件） 720万円

東京圏からの移住者等に支援金（30～100万円／世帯）を支給

⑶ 子育て世代移住定住活動費事業補助金（9件） 27万円

移住希望者の情報収集活動経費（交通費など）に対し補助

⑷ 🈟 水と共に活き活き生きるまち大垣ＰＲ事業 600万円

バンテリンドームナゴヤでのプロ野球の試合において、市が

「ゲーム・スポンサー」となるなど、市の魅力を発信するＰＲ

活動を実施

ほか

産婦健康診査事業 1,103万円

〔保健センター〕

産後の母親の心身の健康状態の把握と、切れ目のない産後ケアサ

ポートを推進するため、産後初期段階の健康診査費用を無償化する。

（🈟 無償受診回数の増 1回→2回 ※限度額 5,000円／回）

住みかえ支援事業 626万円

〔住宅課〕

⑴ 空家なんでも相談会の開催 37万円

⑵ 空家バンクの運用 79万円

⑶ 空家バンク活用促進事業補助金（6件） 60万円

バンク登録物件における家財処分費用等を補助

⑷ 子育て世代等中古住宅取得リフォーム補助金（15件） 450万円

※ 🈟…新規事業、拡充事業

定住促進支援事業 1億 600万円

〔住宅課〕

⑴ 子育て世代等住宅取得支援利子補給金（1,025件） 1億250万円

市内に住宅を新築・購入し転入・転居した場合に、その借入資

金にかかる利子を補助（3年間で30万円）

⑵ 子育て世代近居支援事業補助金（70件） 350万円

市内に親世帯が居住している子育て世代が、本市へ転入する場

合の転居費用（引越し代）に対し補助
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産後ケア事業 295万円

〔保健センター〕

出産後1年を経過しない母子に対して、保健指導や授乳指導と

いった育児サポートや、心理的ケア等を実施する。

（🈟 通所型支援のほか、産婦人科等の空きベッドを活用した宿

泊型支援を追加）



［３］子育て日本一を実感できるまちづくり（つづき②）

保育園等使用済み紙おむつ処分事業 80万円

〔保育課〕

保護者が持ち帰りしている園児の使用済み紙おむつを園で処分す

ることとし、保育者及び保護者の負担軽減を図る。

公立保育園等ＩＣＴ推進事業 1,424万円

〔保育課〕

登降園管理、欠席連絡、指導計画作成等をシステム化、オンライ

ン化し、保育業務の軽減、保護者の利便性向上を図る。

保育者スタート応援事業 675万円

〔保育課〕

市内保育者の確保を図るため、新たに就職する保育者の就職準備

経費等に対し補助する。

・ 就職準備資金（被服費等） 限度額 10万円

（※イビデン㈱からの寄附金を活用）

・ 賃貸住宅入居資金（敷金、礼金等） 限度額 5万円

南幼保園建設事業 1,900万円

〔保育課〕

老朽化が著しい南保育園について、新たに南幼保園として移転改

築する。

・ 設計、測量 ほか

🈟 こども家庭センター事業
（人件費除く）

183万円

〔子育て支援課〕

※ 🈟…新規事業、拡充事業

「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」28ページ参照

妊活検診費助成事業 374万円

〔保健センター〕

不妊の早期治療を促進するため、保険適用外の不妊検査に要する

費用を支援する。

・ 男性（精液検査） 300人

・ 女性（抗ミュラー管ホルモン検査） 300人

親子バス利用支援事業 699万円

〔子育て支援課〕

子育て家庭の経済的な負担の軽減とバス利用による外出の促進を

図るため、子育て世代のバス利用を無料化する。

子ども食堂運営支援事業 360万円

〔子育て支援課〕

支援が必要な子どもを含む地域の子どもたちに食事を提供する

子ども食堂の運営を支援する。

⑴ 運営支援（13件） 260万円（限度額 20万円/団体）

⑵ 開設時等備品購入支援（10件）100万円（限度額10万円/団体)

※イビデン㈱からの寄附金を活用
18



［３］子育て日本一を実感できるまちづくり（つづき③） ※ 🈟…新規事業、拡充事業
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子どもの居場所づくりモデル事業 270万円

〔子育て支援課〕

子ども医療費支給事業 9億3,100万円

〔国保医療課〕

児童（高校生世代まで）の医療費に対する助成を行い、入院・通

院ともに無料化する。

⑴ 子ども医療費助成【市単独制度 小学生～高校生世代】

5億7,060万円

⑵ 乳幼児医療費助成【県制度 就学前】 3億6,040万円

キッズピアおおがき交流サロン事業 2,113万円

〔子育て総合支援センター〕

「キッズピアおおがき」において、子育て支援の拠点機能を果た

す子育て交流サロンを開設する。

・ 子育て相談、子育て情報提供、子育て人材育成、子育て交流

・ 子どもの一時預かり ほか

🈟 子どもの職業・社会学習体験機会

創出事業
1,000万円

〔子育て支援課〕

「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」28ページ参照

「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」28ページ参照

ふるさと大垣科推進事業 858万円

〔学校教育課〕

ふるさと大垣の自然・歴史・文化を知り、誇りや愛着をもち、大

垣のすばらしさを語ることができる子どもたちを育てるため、「ふ

るさと大垣科」を教科として実施する。

「共創の芽吹く年（水都大垣の再生）」24ページ参照

英語教育推進事業 6,608万円

〔学校教育課〕

児童生徒の英語力を高めていくため、「“世界に飛び出す”大垣

の子どもを育てる英語教育向上プロジェクト」に取り組む。

・ 英語地域人材講師の配置

・ 外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置

・ 英語4技能評価システム「ＧＴＥＣ」の実施 ほか

特別支援教育サポート事業 7,797万円

〔学校教育課〕

障がい等により特別な支援を必要とする児童生徒の教育的ニーズ

に対応するため、介助員や特別支援教育支援員を配置する。

⑴ 介助員（特別支援学級 21校 28人） 4,209万円

⑵ 特別支援教育支援員（通常学級 22校 40人） 3,571万円

ほか



［３］子育て日本一を実感できるまちづくり（つづき④）

🈟 部活動地域移行実証事業 366万円

〔社会教育スポーツ課〕

※ 🈟…新規事業、拡充事業
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「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」27ページ参照

🈟 保育園等サポートスタッフ配置事業 1,845万円

〔保育課〕

清掃、給食配膳、寝具の用意など保育に係る周辺業務を行う「サ

ポートスタッフ」を、園児数が多い保育園・幼保園に配置し、保育

者の負担軽減と、保育の質の向上を図る。

🈟 スクールサポートスタッフ配置事業 1,829万円

〔学校教育課〕

小学校屋内運動場改築事業 4億 920万円

〔教育庶務課〕

老朽化や狭隘化に課題のある小学校屋内運動場の改築を行う。

・ 綾里小学校／設計委託等

・ 江東小学校／改築工事、外構工事等

鉄骨造平屋建 1,697.9㎡

（令和4～6年度事業）

「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」27ページ参照

不登校対策事業 5,860万円

⑴ ほほえみ相談員設置推進事業 （4,439万円）

〔教育総合研究所〕

いじめ・不登校に関する児童生徒及び保護者からの相談に応じる

ために、「ほほえみ相談員」を配置する。

小学校 14人、中学校 9人、上石津学園 1人

⑵ 教育相談員等派遣事業 （107万円）

〔教育総合研究所〕

不登校または不登校傾向にある児童生徒、保護者及び学校に対し、

カウンセリングを行う専門医及び臨床心理士を派遣するとともに、

学習支援を行うため、自宅に学習支援員等を派遣する。

⑶ ほほえみ教室事業 （514万円）

〔教育総合研究所〕

不登校の児童生徒を対象の適応指導教室として、ほほえみ教室を

開設し、学校復帰へつながる支援を行う。

⑷🈟 とまり木教室事業 （800万円）

〔教育総合研究所〕

「共創の芽吹く年（子どもの居場所づくり）」27ページ参照
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令和６年度予算 ３つの重点項目

『共創の芽吹く年』
市全体に根付いた『共創』の取り組みが芽吹くよう、「選ばれるまち大垣」の

実現に向けたまちづくりを着実に推進していきます

水都大垣の再生

まちの拠点づくり
子どもの
居場所づくり

・水都大垣再生プロジェクト推進事業
・水都大垣再生プロジェクト関連事業

・大垣公園等再整備基本計画策定事業
・北公園基本構想策定事業
・大垣西インターチェンジ周辺

土地利用可能性調査事業
・東地区センター改築事業

・とまり木教室事業
・部活動地域移行実証事業
・スクールサポートスタッフ配置事業
・こども家庭センター事業
・子どもの職業・社会学習体験機会創出事業
・子どもの居場所づくりモデル事業



重点項目 『共創の芽吹く年』

水都大垣の再生①

１.水都大垣再生プロジェクト推進事業（主なもの） 6,030万円

都市計画部 教育委員会

経済部 建設部

生活環境部 市民活動部

⑴ 大垣駅南口井戸舟整備事業〔市街地整備課〕 3,600万円

市の玄関口である大垣駅南口に、「水都」を感じられる風景を創り出す

ため、「井戸舟」を整備する。（令和5～6年度事業）

・ 井戸舟整備 2か所（大垣駅ビル前）

⑵ 清水町緑地整備事業〔公園みどり課〕 800万円

まちなかの憩いの場として、美濃路沿道の新たな湧水スポット「清水町

緑地」を整備する。（令和6～7年度事業）

・ 園路広場整備 ・ 井戸舟設置 ・ 植栽 ほか

新規
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市民や市を訪れる方が「水都大垣」を感じられるよう、まちなかの公共空間をリニューアルするとともに、水辺を生

かした各種イベント等を展開していく。

井戸舟イメージ図
⑶ 四季の路の再生事業〔公園みどり課〕 600万円

水門川遊歩道である「四季の路」（2.2㎞）は、整備から30年以上が経過しており、樹木の大径化、

路面の不陸等が発生しているため、歩道修景や緑地整備等を実施する。

・ 藤棚、東屋、歩道などの修繕、補修工事



水都大垣の再生②

１.水都大垣再生プロジェクト推進事業（主なもの）〈つづき〉
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⑸ こんにゃく屋文七井戸案内板整備事業
〔公園みどり課〕 50万円

掘り抜き井戸発祥の地として知られる「こんにゃく屋文七の井

戸」（岐阜町地内）の案内板をリニューアルする。

⑹ 水都大垣ブルーライトアップ事業
〔都市計画課〕 480万円

水のシンボルモニュメント等において、水を連想させるブルーラ

イトアップを行う。

場 所 水都タワー、水都の泉、水都北口オアシス、

大手いこ井の泉緑地、

市役所キューブモニュメントなど

期 間 令和6年8月上旬

新規

都市計画部 教育委員会

経済部 建設部

生活環境部 市民活動部

かわまちテラスの様子

⑷ 水都大垣 かわまちテラス開催事業〔都市計画課〕 280万円

水辺の景観の美しさや居心地の良さを感じてもらうためのイベントを官民連携で開催する。

・ 実施時期 年2回（春、夏） ・ 場 所 丸の内公園、四季の広場



水都大垣の再生③

２.水都大垣再生プロジェクト関連事業 6,564万円

⑴ ふるさと大垣科推進事業〔学校教育課〕 415万円

小中学校の「ふるさと大垣科」の授業において、水都おお

がきの魅力を伝え、郷土愛を育む。

・ 湧き水見学（小5）、川の水調査（小4） ほか

⑶ 環境学習推進事業〔環境衛生課〕 60万円

身近な自然環境など地域資源を生かし、環境について学べ

る仕組みと機会を創出する。

・ 湧き水ポータルサイトの活用

⑸ 修景施設管理事業〔治水課〕 2,483万円

水都大垣を象徴する一級河川である水門川や、まちなかを

流れる大垣運河・牛屋川の修景施設等の環境整備を行い、イ

ベントや観光客に対し、水都としてのイメージの維持・向上

を図る。

・ 河川の藻刈り・清掃、修景施設修繕 ほか

そのほか関連事業として、様々な担当部局が「共創」により「水都大垣再生プロジェクト」を推進していく。

⑵ 水の都大垣学習事業〔図書館〕 50万円

水の都大垣に関連する図書等を集めた「水の都大垣学習

コーナー」を図書館に設置する。
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⑷ 水都大垣市民提案事業〔市民活動推進課〕
100万円

湧水や河川を活用した新たなイベント等（2事業）を、市

民活動団体等からの提案事業として募集・実施し、官民連携、

市民参加型で「水都再生」を推進する。

新規

⑹ その他の事業〔商工観光課〕 3,456万円

・ 水都まつり事業補助金 876万円

・ おいしい大垣の水ＰＲ事業補助金 450万円

・ 水の都おおがき水門川舟下り事業補助金 2,130万円

都市計画部 教育委員会

経済部 建設部

生活環境部 市民活動部

水の都おおがき水門川舟下り



まちの拠点づくり①
都市計画部 市民活動部

企画部 総務部

教育委員会 経済部

２.北公園基本構想策定事業 830万円

〔公園みどり課〕

公園内にある老朽化した施設の将来の整備に向けた方針など、

公園全体のあり方を示す基本構想を策定する。

（令和5～6年度事業）

⑴ 基本構想の策定

⑵ 費用便益分析調査

１.大垣公園等再整備基本計画策定事業 5,640万円

〔公園みどり課〕

大垣城を核とした大垣公園の再整備に向け、現在策定中の基本構想に基づき、基本計画を策定する。

⑴ 基本計画策定委員会の開催（5回）

⑵ 基本計画策定

⑶ 費用便益分析調査

⑷ 官民連携導入可能性調査 ほか
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大垣公園



まちの拠点づくり②
都市計画部 市民活動部

企画部 総務部

教育委員会 経済部

３.大垣西インターチェンジ周辺土地利用可能性調査事業 420万円

〔都市計画課〕

大垣西インターチェンジ周辺の交通の利便性を生かした、「道の駅」をはじめとする地域活性化につながる

土地利用について、調査・検討を実施し、土地利用構想を策定する。

４.東地区センター改築事業 9,500万円

〔まちづくり推進課〕

老朽化の著しい東地区センターの改築工事に着手する。

建設にあたっては「ZEB(※)水準」を満たす建物とする。

・用地造成 ・建築主体工事 ほか

場 所／藤江町5丁目39番地ほか

施設規模／鉄骨造2階建 約970㎡

（令和4～7年度事業）

※ZEB‥‥「Net Zero Energy Building」の略称。

消費する一次エネルギーの収支ゼロを目指

す建物

26

東地区センター完成予定図



１.とまり木教室事業 800万円

〔教育総合研究所〕

家族以外と関わりを持てない児童生徒が自宅から一歩踏み出す場と

して、初期適応指導教室「とまり木教室」を設置する。

・ 開設時期 令和6年4月下旬

・ 開設場所 スイトピアセンター学習館

教育委員会 こども未来部

健康福祉部 市民活動部

都市計画部 企画部

子どもの居場所づくり①

３.スクールサポート
スタッフ配置事業

1,829万円

〔学校教育課〕

教員が児童生徒に向き合う時間を確保するほか、授業

を行うための準備に注力できるよう、配布物の用意や採

点業務などの簡易な事務を行うスクールサポートスタッ

フを小中学校に配置する。

・ 全小中学校に1人（上石津学園は2人 全29人）

２.部活動地域移行実証事業 366万円

〔社会教育スポーツ課〕

休日の学校部活動を新たな実施主体が行う活動へ移行する

ことができるよう、実証事業を実施する。

⑴ 部活動地域移行実証事業 200万円

運動系部活と受け皿候補団体とのマッチングなど

⑵ 地域クラブ運営補助金（30団体） 138万円

マッチングされた団体に対し、実証事業として運営を

支援

⑶ 地域クラブ参加助成事業補助金 14万円

参加生徒が低所得世帯である場合に、参加費用を支援

ほか

新規

新規

新規
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こどもまんなか応援サポーター宣言の様子



教育委員会 こども未来部

健康福祉部 市民活動部

都市計画部 企画部

子どもの居場所づくり②

４.こども家庭センター事業 183万円

〔子育て支援課〕

母子保健と児童福祉両分野の連携・協働による切れ目の

ない支援を推進するため、妊産婦への相談支援や要保護児

童への支援といった機能を持つ一体的な子育て支援機関

「こども家庭センター」を市役所庁舎内に設置する。

６.子どもの居場所づくり
モデル事業

270万円

〔子育て支援課〕

子どもの居場所づくりを実施する団体を支援するとと

もに、子どもの居場所に係る今後の施策の検討を進める。

・ 子どもの居場所づくりモデル事業補助金

（15団体） 270万円

新規

５.子どもの職業・社会学習体験
機会創出事業

1,000万円

〔子育て支援課〕

子どもたちが、楽しみながら社会について学ぶことができ

る機会を創出するため、市内事業者等の職業体験ができるイ

ベントを開催する。

・ 開催期間 2日間（秋頃）

・ 場 所 大垣城ホール ほか

・ 体験プログラム数 25プログラム程度

新規
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当初予算の詳細
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※「4 その他交付金」の内訳

※「12 その他」の内訳

令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度
比(%)

予算額
構成比
(%)

1 市 税 ★
278億

1,000万円
43.8 △1.5

282億
2,000万円

45.6

2 地方譲与税 6億2,400万円 1.0 ＋9.3 5億7,100万円 0.9

3 地方消費税交付金 39億3,000万円 6.2 △13.1 45億2,500万円 7.3

4 その他交付金 17億6,200万円 2.8 ＋71.4 10億2,800万円 1.7

5 地方交付税 46億円 7.2 ＋21.1 38億円 6.1

うち普通交付税 (42億円) (6.6) (＋20.0) (35億円) (5.6)

6 国庫支出金 75億1,636万円 11.8 △1.3 76億1,214万円 12.3

7 県支出金 46億6,859万円 7.3 ＋11.7 41億8,090万円 6.7

8 寄附金 ★ 7億8,950万円 1.2 △13.7 9億1,514万円 1.5

9 繰入金 ★ 25億7,949万円 4.1 ＋11.1 23億2,161万円 3.7

うち財政調整基金繰入金 (11億円) (1.7) (＋37.5) (8億円) (1.3)

10 繰越金 ★ 10億5,000万円 1.7 ＋16.7 9億円 1.5

11 市 債 34億2,450万円 5.4 △3.5 35億5,020万円 5.7

うち臨時財政対策債 (2億円) (0.3) (△60.0) (5億円) (0.8)

12 その他 ★ 48億 556万円 7.5 ＋11.1 43億2,601万円 7.0

合 計
635億

6,000万円
100.0 ＋2.6

619億
5,000万円

100.0

〔自主財源〕★
370億

3,455万円
58.3 ＋1.0

366億
8,276万円

59.3

〔依存財源〕
265億

2,545万円
41.7 ＋5.0

252億
6,724万円

40.7

令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度
比(%) 予算額

構成比
(%)

⑴ 利子割交付金 700万円 0.0 0.0 700万円 0.0

⑵ 配当割交付金 1億3,200万円 0.2 △21.9 1億6,900万円 0.3

⑶ 株式等譲渡
所得割交付金

1億6,400万円 0.3 ＋53.3 1億 700万円 0.2

⑷ 法人事業税
交付金

3億7,000万円 0.6 △9.8 4億1,000万円 0.7

⑸ ゴルフ場
利用税交付金

3,100万円 0.0 ＋10.7 2,800万円 0.0

⑹ 環境性能割
交付金

1億1,500万円 0.2 ＋139.6 4,800万円 0.1

⑺ 地方特例
交付金

9億2,300万円 1.5 ＋287.8 2億3,800万円 0.4

⑻ 交通安全対策
特別交付金

2,000万円 0.0 △4.8 2,100万円 0.0

令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度
比(%) 予算額

構成比
(%)

⑴ 分担金
及び負担金

2億857万円 0.3 ＋4.1 2億 35万円 0.3

⑵ 使用料
及び手数料

12億
7,874万円

2.0 ＋5.4
12億

1,316万円
2.0

⑶ 財産収入 8,187万円 0.1 ＋33.4 6,137万円 0.1

⑷ 諸収入
32億
3,638万円

5.1 ＋13.5
28億

5,113万円
4.6

うち競輪
事業収入 (3億円) (0.5) (+50.0) (2億円) (0.3)

一般会計 当初予算〔歳 入〕 ※「構成比」・「前年度比」は、千円単位

での予算額で算出しています

30



歳入予算の特徴
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1 市 税 278億1,000万円 前年度比 △4億1,000万円、△1.5％

※ 詳細は 32ページ

3 地方消費税交付金 39億3,000万円 前年度比 △5億9,500万円、△13.1％

収入実績、地方財政計画での減少を踏まえ減額

4-⑺ 地方特例交付金 9億2,300万円 前年度比 ＋6億8,500万円、＋287.8％

国の施策である「定額減税」による市民税（個人）の減収について、特例交付金として全額補てんされるため増額

5 地方交付税 46億円 前年度比 ＋8億円、＋21.1％

※ 詳細は 33ページ

9 繰入金 25億7,949万円 前年度比 ＋2億5,788万円、＋11.1％

・財政調整基金繰入金 11億円〔＋3億円〕 ・減債基金繰入金 3億円〔＋2億円〕

・公共施設整備基金繰入金 3億8,956万円〔＋1億2,941万円〕（公共施設の長寿命化など建設事業費の増）

・水都大垣ふるさと応援基金繰入金 5億4,772万円〔△3億2,695万円〕（近年のふるさと納税額に応じた減）

11 市 債 34億2,450万円 前年度比 △1億2,570万円、△3.5％

臨時財政対策債（地方の財源不足を補てんするための特例債）は、2億円〔△3億円〕

これらを除いた建設事業債は、32億2,200万円〔＋1億7,430万円〕

【新規】・市民会館解体事業債 2億 900万円 【皆減】・ひまわり学園改築事業債〔△5億4,490万円〕

【増加】・学校教育施設整備事業債 3億8,320万円〔＋2億4,650万円〕

12-⑷ 諸収入 32億3,638万円 前年度比 ＋3億8,525万円、＋13.5％

【新規】・デジタル基盤改革支援事業費 1億6,690万円（国が進める自治体情報システム標準化に係る補助金）

【増加】・競輪事業収入 3億円〔＋1億円〕

（車券売上の増に伴い増額。事業費が増加している「子ども医療費支給事業」や「障害児通所支援事業」に活用）

※〔 〕は前年度からの増減

※〔 〕は前年度からの増減

※〔 〕は前年度からの増減



令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度比
(%) 予算額

構成比
(%)

⑴ 市民税 110億9,700万円 39.9 △4.1 115億7,500万円 41.0

うち個人 (88億7,300万円) (31.9) (△4.5) (92億9,200万円) (32.9)

うち法人 (22億2,400万円) (8.0) (△2.6) (22億8,300万円) (8.1)

⑵ 固定資産税 130億9,000万円 47.1 ＋0.2 130億6,300万円 46.3

⑶ 軽自動車税 4億8,000万円 1.7 ＋0.4 4億7,800万円 1.7

⑷ 市たばこ税 10億1,300万円 3.6 ＋3.7 9億7,700万円 3.5

⑸ 鉱産税 200万円 0.0 0.0 200万円 0.0

⑹ 都市計画税 21億2,800万円 7.7 ＋0.1 21億2,500万円 7.5

合 計 278億1,000万円 100.0 △1.5 282億2,000万円 100.0

⑴ 市民税（個人） 88億7,300万円 前年度比 △4億1,900万円、△4.5％

賃上げ傾向により給与所得が増加する見込みであるが、国の施策である「定額減税」により減収となる。

⑴ 市民税（法人） 22億2,400万円 前年度比 △5,900万円、△2.6％

景気動向予測等から、製造業等の経常収益の伸びが鈍化し減収となる見込み。

⑵ 固定資産税 130億9,000万円 前年度比 ＋2,700万円、＋0.2％

次の①～③の理由により、固定資産税全体は微増

① 土 地（現年度分）････地価下落等により 4,800万円の減収

② 家 屋（現年度分）････新増築分の増により 5,500万円の増収

③ 償却資産（現年度分）････設備投資はほぼ横ばいであると見込み 900万円の増収

一般会計 当初予算〔歳入・市税〕
※「構成比」・「前年度比」は、千円単位での予算額で算出しています
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⑸ 地方交付税 46億円 前年度比 ＋8億円、＋21.1％

地方財政計画における地方交付税総額（出口ベース）は、前年度比1.7％の増

【普通交付税】新しい算定項目の新設（こども子育て費（仮称）など）や、人件費の上昇、物価高騰への対応などで基準
財政需要額が増加している。市税など基準財政収入額も増加しているものの、交付額は大きく増加。

⑼ 臨時財政対策債 2億円 前年度比 △3億円、△60.0％

国の財源不足による地方交付税の振替である臨時財政対策債については、地方財政計画にて、地方財政の健全化のため借

入抑制が図られたため引き続き減少

令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度比
(%) 予算額

構成比
(%)

⑴ 市 税 278億1,000万円 67.2 △1.5 282億2,000万円 69.6

⑵ 地方譲与税 6億2,400万円 1.5 ＋9.3 5億7,100万円 1.4

⑶ 地方消費税交付金 39億3,000万円 9.5 △13.1 45億2,500万円 11.2

⑷ 地方特例交付金 9億2,300万円 2.2 ＋287.8 2億3,800万円 0.6

⑸ 地方交付税 46億円 11.1 ＋21.1 38億円 9.4
うち普通交付税 (42億円) (10.2) （＋20.0) (35億円) (8.6)

⑹ 財政調整基金繰入金 11億円 2.7 ＋37.5 8億円 2.0

⑺ 繰越金 10億5,000万円 2.6 ＋16.7 9億円 2.2

⑻ 競輪事業収入 3億円 0.7 +50.0 2億円 0.5

⑼ 臨時財政対策債 2億円 0.5 △60.0 5億円 1.2

⑽ その他 8億1,900万円 2.0 ＋6.5 7億6,900万円 1.9

合 計 413億5,600万円 100.0 ＋2.1 405億2,300万円 100.0

一般会計 当初予算〔歳入・一般財源〕

※「構成比」・「前

年度比」は、千円単

位での予算額で算出

しています
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普通交付税交付額 ＝ 基準財政需要額 － 基準財政収入額



令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度比
(%) 予算額

構成比
(%)

1 議 会 費 3億6,378万円 0.6 0.0 3億6,383万円 0.6

2 総 務 費 63億2,025万円 9.9 △3.3 65億3,369万円 10.5

3 民 生 費 248億6,254万円 39.1 ＋6.2 234億 637万円 37.8

4 衛 生 費 45億3,952万円 7.1 △15.4 53億6,652万円 8.7

5 労 働 費 1億3,538万円 0.2 ＋15.2 1億1,751万円 0.2

6 農林水産業費 8億8,767万円 1.4 △5.6 9億4,028万円 1.5

7 商 工 費 23億5,794万円 3.7 △7.7 25億5,479万円 4.1

8 土 木 費 62億7,411万円 9.9 ＋6.1 59億1,176万円 9.5

9 消 防 費 18億1,161万円 2.9 ＋2.4 17億6,947万円 2.8

10 教 育 費 79億4,290万円 12.5 ＋19.2 66億6,403万円 10.8

11 公 債 費 54億7,150万円 8.6 △2.8 56億2,960万円 9.1

12 諸 支 出 金 25億5,280万円 4.0 △3.7 26億5,215万円 4.3

13 予 備 費 4,000万円 0.1 0.0 4,000万円 0.1

合 計 635億6,000万円 100.0 ＋2.6 619億5,000万円 100.0

一般会計 当初予算〔歳 出（目的別）〕
※「構成比」・「前年度比」は、千円単位での予算額で算出しています
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歳出予算（目的別）の増減内訳（主なもの）

3 民 生 費 248億6,254万円 前年度比 ＋14億5,617万円、＋6.2％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

障害者介護等・訓練等給付費 31億 580万円 28億4,570万円 ＋2億6,010万円 ＋9.1％

お勝山ふれあいセンター長寿命化事業 2億6,390万円 8,200万円 ＋1億8,190万円 ＋221.8％

児童手当 26億2,620万円 23億1,630万円 ＋3億 990万円 ＋13.4％

生活保護扶助事業 12億 240万円 10億5,000万円 ＋1億5,240万円 ＋14.5％

4 衛 生 費 45億3,952万円 前年度比 △8億2,700万円、△15.4％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

新型コロナウイルスワクチン接種事業 5,795万円 7億9,776万円 △7億3,981万円 △92.7％

10 教 育 費 79億4,290万円 前年度比 ＋12億7,887万円、＋19.2％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

江東小学校屋内運動場改築事業 3億6,900万円 8,000万円 ＋2億8,900万円 ＋361.3％

市民会館解体事業 2億5,600万円 2,580万円 ＋2億3,020万円 ＋892.2％

スイトピアセンター長寿命化事業 4億8,590万円 3億 840万円 ＋1億7,750万円 ＋57.6％

2 総 務 費 63億2,025万円 前年度比 △2億1,344万円、△3.3％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

退職手当（教育費除く） 1億1,409万円 4,000万円 ＋7,409万円 ＋185.2％

自治体情報システム標準化推進事業 1億5,610万円 － ＋1億5,610万円 皆増

東地区センター改築事業 9,500万円 5億8,900万円 △4億9,400万円 △83.9％

35

8 土 木 費 62億7,411万円 前年度比 ＋3億6,235万円、＋6.1％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

主要幹線排水路改良事業 1億8,100万円 1億 300万円 ＋7,800万円 ＋75.7％

大垣駅南前地区市街地再開発事業 9,300万円 300万円 ＋9,000万円 ＋3,000.0％



令和６年度 令和５年度

予算額
構成比
(%)

前年度比
(%) 予算額

構成比
(%)

1 人 件 費 ★ 112億6,936万円 17.7 ＋5.9 106億4,597万円 17.2

2 扶 助 費 ★ 142億3,365万円 22.4 ＋7.9 131億9,448万円 21.3

3 公 債 費 ★ 54億7,150万円 8.6 △2.8 56億2,960万円 9.1

4 物 件 費 94億4,699万円 14.9 △3.0 97億4,289万円 15.7

5 維持補修費 5億6,250万円 0.9 ＋5.4 5億3,343万円 0.9

6 補 助 費 等 85億5,084万円 13.4 △0.3 85億7,400万円 13.8

7 積 立 金 6億5,844万円 1.0 △11.9 7億4,701万円 1.2

8 投資及び出資金 7億3,929万円 1.2 △1.7 7億5,179万円 1.2

9 貸 付 金 13億3,251万円 2.1 ＋0.2 13億3,005万円 2.2

10 繰 出 金 44億1,315万円 6.9 ＋2.7 42億9,729万円 6.9

11 普通建設事業費☆ 68億4,177万円 10.8 ＋5.9 64億6,349万円 10.4

うち補助 （10億8,939万円) (1.7) (＋13.0) （9億6,422万円) (1.6)

うち単独 (55億7,831万円) (8.8) (＋5.5) (52億8,727万円) (8.5)

12 予 備 費 4,000万円 0.1 0.0 4,000万円 0.1

合 計 635億6,000万円 100.0 ＋2.6 619億5,000万円 100.0

〔義務的経費〕★ 309億7,451万円 48.7 ＋5.1 294億7,005万円 47.6

〔投資的経費〕☆ 68億4,177万円 10.8 ＋5.9 64億6,349万円 10.4

一般会計 当初予算〔歳 出（性質別）〕
※「構成比」・「前年度比」は、千円単位での予算額で算出しています
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1 人 件 費 112億6,936万円 前年度比 ＋6億2,339万円、＋5.9％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

退職手当 1億5,767万円 6,340万円 ＋9,427万円 ＋148.7％

期末勤勉手当 19億9,109万円 17億8,816万円 ＋2億 293万円 ＋11.3％

歳出予算（性質別）の増減内訳（主なもの）

4 物 件 費 94億4,699万円 前年度比 △2億9,590万円、△3.0％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

光熱水費 8億4,533万円 11億4,453万円 △2億9,920万円 △26.1％

11 普通建設事業費 68億4,177万円 前年度比 ＋3億7,878万円、＋5.9％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

お勝山ふれあいセンター長寿命化事業 2億6,390万円 8,200万円 ＋1億8,190万円 ＋221.8％

江東小学校屋内運動場改築事業 1億5,380万円 4,520万円 ＋1億 860万円 ＋240.3％

市民会館解体事業 2億3,800万円 － ＋2億3,800万円 皆増

スイトピアセンター長寿命化事業 4億8,590万円 3億 840万円 ＋1億7,750万円 ＋57.6％
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2 扶 助 費 142億3,365万円 前年度比 ＋10億3,917万円、＋7.9％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

障害者介護等・訓練等給付費 31億 220万円 28億4,242万円 ＋2億5,978万円 ＋9.1％

児童手当 26億2,620万円 23億1,630万円 ＋3億 990万円 ＋13.4％

生活保護扶助事業 12億 240万円 10億5,000万円 ＋1億5,240万円 ＋14.5％



会計区分
令和６年度 令和５年度

予算額
前年度比

(%) 予算額

特

別

会

計

1 公共用地先行取得 2億7,640万円 △45.2 5億 420万円

2 国民健康保険 137億2,600万円 △6.0 146億円

3 国民健康保険直営診療施設 3,750万円 △7.6 4,060万円

4 後期高齢者医療 28億7,000万円 ＋13.5 25億2,900万円

5 介護保険 154億4,600万円 ＋3.5 149億1,900万円

6 公設地方卸売市場 7,570万円 ＋0.5 7,530万円

7 駐 車 場 9,200万円 △60.6 2億3,340万円

8 競 輪 321億円 ＋29.9 247億 500万円

9 牧田財産区 330万円 △2.9 340万円

10 一之瀬財産区 30万円 0.0 30万円

11 時財産区 80万円 0.0 80万円

合 計 646億2,800万円 ＋12.2 576億1,100万円

企

業

会

計

1 病 院 383億1,500万円 ＋0.7 380億6,000万円

2 水 道 36億9,500万円 △8.0 40億1,500万円

3 簡易水道 2億4,170万円 △3.0 2億4,930万円

4 公共下水道 70億8,200万円 △7.6 76億6,700万円

5 特定環境保全公共下水道 3億8,730万円 △3.0 3億9,910万円

6 農業集落排水 1億1,700万円 △13.1 1億3,460万円

合 計 498億3,800万円 △1.4 505億2,500万円

特別会計・企業会計 当初予算
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特別会計・企業会計予算の増減内訳（主なもの）

5 介護保険 154億4,600万円

前年度比 ＋5億2,700万円、＋3.5％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

介護サービス費
134億
7,400万円

129億
3,700万円

＋5億
3,700万円

＋4.2％

8 競 輪 321億円

前年度比 ＋73億9,500万円、＋29.9％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

通常競輪
216億
2,558万円

146億
9,113万円

＋69億
3,445万円

＋47.2％

記念競輪
52億
4,214万円

47億
983万円

＋5億
3,231万円

＋11.3％

施設整備等
協賛競輪

－
48億
5,599万円

△48億
5,599万円

皆減

大阪・関西
万博協賛競輪

48億
3,073万円

－
＋48億

3,073万円
皆増

1 病 院 383億1,500万円

前年度比 ＋2億5,500万円、＋0.7％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

給与費
147億
4,250万円

144億
4,130万円

＋3億
120万円

＋2.1％

固定資産購入費
9億
3,530万円

8億
1,870万円

＋1億
1,660万円

＋14.2％

2 水 道 36億9,500万円

前年度比 △3億2,000万円、△8.0％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

北部水源地改良
事業

6億
1,170万円

7億
8,720万円

△1億
7,550万円

△22.3％

配水管布設工事
費

6億円
6億
9,600万円

△9,600万円 △13.8％

4 後期高齢者医療 28億7,000万円

前年度比 ＋3億4,100万円、＋13.5％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

後期高齢者医療
広域連合保険料等
負担金

27億
1,589万円

23億
9,461万円

＋3億
2,128万円

＋13.4％

4 公共下水道 70億8,200万円

前年度比 △5億8,500万円、△7.6％

事 項 ６年度 ５年度 前年度比

電気料金
2億
1,934万円

3億
4,077万円

△1億
2,143万円

△35.6％

雨水処理施設整
備費

1億
9,040万円

4億
3,200万円

△2億
4,160万円

△55.9％

公債費
25億
2,560万円

26億
3,690万円

△1億
1,130万円

△4.2％
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地方債の状況〔市債現在高・公債費の推移〕

５年度末
現在高見込

６年度
借入見込額

６年度償還見込額（公債費） ６年度末
現在高見込額元 金 利子等 合 計

一般会計 624億2,984万円 34億2,450万円 52億5,310万円 2億1,340万円 54億6,650万円 606億 124万円

特別・企業会計 384億7,306万円 13億7,790万円 32億9,046万円 5億 915万円 37億9,961万円 365億6,050万円

合 計 1,009億 290万円 48億 240万円 85億4,356万円 7億2,255万円 92億6,611万円 971億6,174万円

(250.2) (254.9) (261.4) (265.0) (262.5) (258.0) (259.8) (237.2)
(217.8)

(199.3)

(522.1) (525.4) (511.2) (493.2)
(470.7) (451.1)

(431.7)

(405.7)
(384.7)

(365.6)

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

地方債現在高の推移
1,143.2

1,154.3

1,136.9

1,142.7

1,145.3

1,123.9

1,098.7

(621.1)
(628.9)

(625.7)
(649.5)

(674.6)
(672.8)

(667.0)
(629.9)

(624.3)
(606.0)

うち臨時財政対策債
（地方交付税の振替）

1,035.6

1,009.0

971.6

公債費（元金・利子）の推移

(45.0)
(46.7) (47.1) (47.9) (49.3) (49.8) (51.0)

(53.7) (54.2)
(52.5)

(5.8)
(5.2) (4.5) (4.0)

(3.5) (3.0)
(2.5)

(2.1) (1.9)
(2.2)
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一般会計

一 般 会 計

企 業 ・ 特 別 会 計

元 金

利子等

50.8
51.9 51.6 51.9

52.8 52.8 53.5

55.8 56.1
54.7

（単位：億円）
（単位：億円）
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基金の状況〔基金現在高の推移（一般会計）〕

５年度末
現在高見込

６ 年 度 ６年度末
現在高見込額積立額 取崩額

財政調整基金 92億6,150万円 630万円 11億円 81億6,780万円

減債基金 18億2,300万円 130万円 3億円 15億2,430万円

その他目的基金 48億6,896万円 6億5,084万円 11億3,994万円 43億7,986万円

合 計 159億5,346万円 6億5,844万円 25億3,994万円 140億7,196万円

(45.2) (44.2)
(49.4)

(55.4) (53.5) (56.4)
(66.5)

(82.6)
(92.6)

(81.7)

(6.1) (6.2)

(6.1)

(8.2) (8.2)
(8.2)

(13.2)

(16.2)

(18.2)

(15.2)(59.0) (66.3)

(77.0)
(71.4)

(30.6)
(35.1)

(42.3)

(52.6)

(48.7)

(43.8)
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132.5
135.0

116.7
122.0

110.3

99.7

92.3

（単位：億円）
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事務事業等見直しの取り組み

事 業 名 見 直 し 内 容 影響額（一般財源）

⑴ 事業内容の見直し （4件） （△416万円）

スマートシティ推進事業
デジタルエキスポやビッグデータ分析システムの
見直し

△ 213万円

庁舎管理事業 非常用発電設備燃料入替回数の見直し △ 196万円

守屋多々志美術館美術品整備事業 作品の撮影委託の廃止 △ 7万円

学習館・文化会館管理事業 専用駐車場の管理方法の見直し －

1 事務事業の見直し

3 その他

見 直 し 内 容 影響額（一般財源）

庁内印刷への切り替え（図書館カレンダー） △ 8万円

合 計 7件 △ 612万円
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事 業 名 見 直 し 内 容 影響額（一般財源）

⑴ 補助金の廃止 （1件） （△ 66万円）

放課後週末読書等活動事業補助金 補助事業の役割を終えたことによる廃止 △ 66万円

2 補助金の見直し

4 財源の確保

見 直 し 内 容 影響額（一般財源）

保有土地を駐車場として貸付（土地建物貸付収入） △ 122万円


